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第３回 恵那市地域医療ビジョン策定委員会 

会議要旨 
日時：令和５年 10 月 19 日 午後２時 00 分～４時 17 分 
場所：恵那市役所西庁舎３階 災害対策室Ａ・Ｂ 

 

 
議題： 

１. あいさつ 

２. 前回までの振り返り 

３. 議題 

（１）岐阜県の医療施策の紹介 

  ①地域医療構想について 

  ②岐阜県における医師の現状について 

（２）先進地事例の紹介 

  ①県北西部地域医療センターの取り組みについて 

  ②長野県伊那市の医療ＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の取り組みについて 

    （３）今後の恵那市の地域医療の在り方について 

    （４）その他 

 

議事： 

(1)  前回の振り返り（資料：３～６ページ） 

(2)  岐阜県の医療施策の紹介（資料：資料 7ページ） 

１）地域医療構想について（別紙：資料１） 

２）岐阜県における医師の現状について（別紙：資料２） 

(3)  先進地事例の紹介（資料：８～17 ページ） 

１）県北西部地域医療センター取り組みについて（別紙：資料３） 

２）長野県伊那市医療ＤＸの取り組みについて(オンライン診療、移動診療車等) 

(4)  今後の恵那市の地域医療の在り方について（資料：18～20 ページ） 

(1)  前回の振り返り（資料：３～６ページ） 

前回の議事の項目に沿って簡単に振り返りを行います。２．市内の医療・保健・介護・

福祉・救急等の現状については、医療・保健・介護・福祉等の計画、二次医療圏における

救急体制図、恵那市消防の医療機関別搬送人員について説明しました。３．各公立医療機

関の現状と課題については、２病院と６診療所の現状と課題について深堀した内容につい
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て説明しました。また参考資料として歯科診療所、保険薬局の一覧や、第１回目にご意見

がありました内容を含めた資料を配布させていただきました。 

第２回委員会の皆様からいただいたご意見では、常勤職員の確保に苦慮していることや、

市外の病院間との連携、透析患者の受け入れ体制、ＩＣＴの取り組みとして、オンライン

診療の導入検討、民間の産婦人科の閉院に伴う市立恵那病院の分娩数の増加、人口減少に

伴う働き手不足の課題、国保上矢作病院の収支についてのご意見がありました。 

 

(2)  岐阜県の医療施策の紹介（資料：資料 7ページ） 

１）地域医療構想について（別紙：資料１） 

※オブザーバー 岐阜県健康福祉部医療整備課からご説明 

地域医療構想とは２年後の 2025 年に必要とされる医療機能、言い換えると、病床の性質

を予測して医療機関の役割分担や相互の連携を進めていくというものです。何故 2025 年か

は、いわゆる団塊の世代の方々の年齢層が 75 歳以上になる年ということから、2025 年を

一つの目安として置いています。機能別の病床とは高度急性期・急性期、回復期、慢性期

の３種類に分けています。高度急性期・急性期機能は、早期安定化に向けて医療を提供す

るということで、救命救急、集中治療室がある病院など、回復期機能は、急性期を経過し

リハビリテーションを提供する病院など、慢性期は長期にわたって療養が必要な患者を入

院させる病院などです。 

地域医療構想の議論が必要な要因の１つは少子高齢化の進展、もう１つは、医師等の医

療資源の不足です。１点目の少子高齢化として、岐阜県の将来人口推計では 2015 年から

2045 年で人口が 23％減少、約 47 万人強が減少するという推計となっています。減少して

いる年齢層は０歳から 14 歳、15 歳から 64 歳が大きく減少しています。一方、65 歳以上は

ほとんど変わらないこととなっています。そのため県全体では65歳以上の人口割合は2015

年に 28.1％から 2045 年に 38％となる推計となっています。２点目の医療資源の不足につ

いては、医療福祉連携推進課から説明させていただきます。 

少子高齢化が進展し、後期高齢者の数が増加すると医療ニーズが高まる、病院にかかる

高齢者の方が多くなります。また、人口減少によって働き手が減ります。労働力人口が減

る中で、医療従事者も他の産業と同様に、人材の確保が難しくなっていくと考えられます。

さらに高齢者の方が病気になると回復力が落ちていてなかなか治らないという傾向が見受

けられます。高度急性期・急性期の病院にいる期間はさほど変わりませんが、入院中に筋

力が落ちてしまうと、その回復には時間がかかり退院後の在宅での療養も含めて、全体的

に治療に要する時間がかかるということが考えられます。 

このような背景から岐阜県で地域医療構想を策定し、各構想区域内で議論をいただいて

います。2025 年に必要な病床数は参考値で 14,978 床と考えており、2018 年は 16,834 床で

した。回復期の病床が少なく、高度急性期、急性期の病床多いことが分かります。少子高

齢化を念頭に置くと、急性期の病床を減らし、回復期を増やしていくことが必要なのでは



3 
 

ないかということで、このような方向で進んできています。必要な病床数の算出は、全国

一律の算式に基づいて計算した結果に過ぎず、各地域によって状況は異なるため、あくま

で推計を参考に地域で議論していただくことが大切ということで、恵那市が含まれる東濃

圏域においても地域医療構想等調整会議を設置して、地元の医師や関係者に集まっていた

だき議論を進めています。 

地域医療構想を進めていくにあたり財政的な支援として、国と県が地域医療介護総合確

保基金を原資として、地域医療構想に定めた方向性に導いていくための施策を講じていま

す。将来のあるべき医療提供体制を実現するための５つ施策の柱として、１つ目は、病床

の機能分化・連携、２つ目は、在宅医療・介護体制の充実、３つ目は、医療従事者等の育

成・確保、４つ目は、介護施設整備、人材確保対策・資質向上、５つ目は、健康づくり推

進を掲げています。特に５つ目は一番重要ではないかと思っており、医療機関にかからな

ければ、一番良いということで、食生活の改善などの取り組みも合わせて進めています。 

同じ東濃圏域の再編統合、機能分化の事例として、土岐市にある土岐市立総合病院と瑞

浪市にある東濃厚生病院が、令和７年度を目途に再編統合し、新しい病院として仮称です

が東濃中部病院を建設することが予定されています。この再編統合も地域の自主的な動き

として、県ではこうした動きをバックアップする役割を担っています。今後、少子高齢化、

医療人材の減少が進む中で、東濃東部地域の医療体制が現状通りで良いのか、見直しが必

要なのか、地域の実情を踏まえ検討していただきたいと思います。 

 

２）岐阜県における医師の現状について（別紙：資料２） 

※オブザーバー 岐阜県健康福祉部医療福祉連携推進課からご説明 
岐阜県内の医療施設に従事している医者数の推移として、国で２年おきに調査を行って

います。岐阜県では平成 10 年から令和２年まで毎年増加をしており、令和２年では 4,442

名の方が県内の医療施設に従事しています。また、人口 10 万人当たりに割り戻した時の数

でも岐阜県では平成10年から令和２年まで毎年増加をしています。しかしながら、人口10

万人当たりの全国での順位は、平成 10 年は 44 位、令和２年は 37 位と若干改善している状

況です。次いで二次医療圏別の医療施設に従事している医者数についてもすべての圏域で

増加をしています。 

これまで医師偏在を測る指標として人口 10万人対医師数が用いられてきましたが、令和

元年度に国から若干調整する形で医療需要・人口構成、医師の性別・年齢などを加味した

医師偏在指標という指標が提示されました。全国平均が 239.8 で岐阜県は 206.6 となり、

下から３分の１を医師少数県といいますが、岐阜県は 36位のため医師少数県となります。

二次医療圏ごとの医師偏在指標では岐阜圏域は全国平均を上回っていますが、その他の圏

域は下回っており、特に西濃圏域と飛騨圏域は下位３分の１ということで医師少数区域と

なっています。東濃圏域は少数でも多数でもない中位です。 
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県で医師確保計画を定めており、現行の計画は令和２年度から令和５年度の計画となり

ます。計画では目標医師数を定めており、令和２年は 4,442 名だったものを令和５年には

4,553 名となるよう目指しています。この目標を達成するための施策として、地域枠卒業

医師の確保、岐阜県医学生修学資金貸付制度による県内で勤務する医師の確保などがあり

ます。 

医師確保計画は令和５年度末が終期となり、令和５年度中に次の計画を立てるために国

から医師偏在指標の暫定値が示されました。岐阜県の前回の医師偏在指標が 206.6 だった

ものが 221.5 となり増加しています。二次医療圏ごとにそれぞれ圏域で増加していますが、

東濃圏域は全国の増加率より高くなっています。 

暫定版医師偏在指標の全国順位では、岐阜県は 35 位で、前回 36 位より１つ順位を上げ

たものの、依然下位３分の１ということで医師少数県に該当しています。二次医療圏ごと

の暫定版医師偏在指標の全国順位では東濃圏域は 201 で 155 位となり、岐阜県内では岐阜

圏域に次いで２番目となっています。産科における暫定版医師偏在指標の全国順位では、

東濃圏域は 160 位となり、上位でも中位でもない順位です。小児科における暫定版医師偏

在指標の全国順位では、東濃圏域は 181 位となり、東濃圏域は岐阜圏域に次いで、岐阜県

内では２番目となります。 

県における主な医師確保対策として、地域枠卒業医師の確保では、医学部の入学定員は

卒後一定期間の地域医療等への従事を条件とする修学資金を設定することで暫定的に増員

が認められているものです。岐阜県においても、平成 20年度から岐阜大学と連携し、地域

枠定員 10 名、平成 27 年度からは定員 28 名としています。この地域枠で入学された学生は

医学部を卒業後、初期臨床研修２年間を県内の臨床研修病院で勤めていただき、その後、

県内の医療機関等における７年間のうち４年間は岐阜圏域外で勤めていただくという制度

となります。また、地域枠の中に、平成 31年度入学生から地域医療コースを設定していま

す。こちらは、過疎地域等の出身者の方を対象に、出身市町村の医療機関での勤務を義務

付けています。対象となる市町村として恵那市も入っており、県内の 13市町村の出身の方

が、本コースに進むことができます。こちらのコースでは、卒業後の初期臨床研修２年間

を出身圏域の臨床研修病院で勤めていただくことと、その後の７年間のうち、４年間は出

身市町村で２年以上と残りは出身圏域で勤めていただくものです。恵那市出身の学生も何

名か地域枠や地域医療コースに進学いただいている状況です。 

医学生修学資金貸付制度は、地域枠の学生や、その他に将来岐阜県で勤める意思のある

学生に対する修学資金で、一定の要件を満たした場合は、修学資金の返済を免除するとい

ったものです。第１種修学資金は地域枠や地域医療コースに入学された学生に入学金と授

業料と毎月 10 万円を貸与します。また、地域医療コースの学生は、出身市町村からも 10

万円上乗せして貸与します。この貸付は先ほどの義務年限を勤務すると返済を免除すると

いうものです。第２種は地域枠以外の学生や他の都道府県に所在する医学部の学生に対し
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て、毎月 10万円貸与します。以上が主な施策となりますが、県として、医師少数県、医師

少数区域を脱するため、引き続き医師確保、偏在対策に取り組みます。 

 

 委員より主なご質問・ご意見 

 具体的に恵那市の学生は何年生に何人ぐらいいるか。卒業後の行先はどのように決

められるのでしょうか。 
 現在、恵那市の出身の学生は地域枠が２名、地域医療コースが４名となり在学

中の学生は６名です。地域枠の学生で卒業された方が３名いるので全部で９名

です。 
 現在、在学中の６名の学生は卒業後、恵那市内で勤めますか。 
 出身市町村の医療機関に勤務することになるので、市立恵那病院、国保上矢作

病院が対象となります。診療所も対象です。 
 （資料１の 4 ページ）医師確保計画の目標医師数、目標達成に必要な増加数につい

て、岐阜県、西濃圏域、飛騨圏域まで記載があり、岐阜圏域、中濃圏域、東濃圏域

は西濃圏域・飛騨圏域と合わせて増加数 111 となるように取り組むということと記

載がありますが、具体的な数値はありますか。 
 現行の計画となります。当時計画を策定する時は、医師少数県、医師少数区域

については目標を定めることになっており、このような記載となっています。 
 岐阜圏域の医師数は全国平均より少し多いということで少ない圏域に行ってもらう

ことは可能でしょうか。 
 現在、医療機関に勤務している医師の方に、強制的に別の圏域の医療機関に勤

務するよう命じることは難しいかと思います。地域枠や地域医療コースでは卒

業後、岐阜圏域以外の医療機関に勤めるような制度を設けています。中長期的

な対策にはなりますが行っていきます。 
 東濃圏域の医師数は岐阜圏域に次いで多いですが、東濃中部と東濃東部は医師不足

ではないですか。県立多治見病院に行かれる医師が多いのではないでしょうか。 
 圏域内で医師数が多い少ないという濃淡は当然あると思います。県の施策を実

行する上で医療圏を設けていますので、医療圏ごとの医師数の説明をさせてい

ただきました。また、部分的に医師が少ないこともあるので、医師少数スポッ

トという形で医師確保計画に掲載しています。 
 以前、木沢記念病院（現：中部国際医療センター）の理事長が若い医師が来てくれ

る病院を作ると言っていましたが現在、その通りになっています。東濃圏域では、

東濃中部、東濃東部の医師は足らないのではないか。県としてはどのように考え、

施策を検討いただいていますか。 

 地域医療コースでは恵那市の出身者が卒業後、一定期間、恵那市の医療機関で

勤務するよう義務付けています。今年も夏休みに取組みましたが、単に岐阜大

学に入学するだけでなく、市町村、岐阜大学の先生、学生、出身地の医療機関

の連携強化を図る場を設けております。人と人との繋がりは大切だと思います

ので、このような取組みを地道に積み重ねていき、地域医療コースとがしっか

り根付くように進めていきます。 
 地域枠制度が始まった当初は、医師少数区域に行くことが望ましいという文言

でしたが、途中で義務化するようルールを変えてきました。制定より10年経過

した時に、４年間は岐阜圏域外の勤務を必ずする決まりとしました。岐阜大学

医学部の定員は 110名の内 28名は地域枠の学生となります。他には、へき地医

療対策といって医師が少ない地域に医師を派遣すると派遣した医療機関にイン

センティブを与えるという制度があります。 
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 以前は、岐阜大学の派遣先はほとんど飛騨方面でしたよね。圏域全体に、配分して

いただけると良いです。 
 地域医療コースでは東濃圏域出身の人は東濃圏域で初期臨床研修を行わなくて

はいけないという制度です。東濃圏域にある医療機関で初期臨床研修をスター

トするのでそこで魅力的な勉強ができる環境が整ったりしていると、根付いて

いただけるのではないかと思います。現在、地域医療コースに入学した学生が

５年生になったところです。もうしばらくすると恵那市の医療機関で勤務いた

だけると思います。また、岐阜大学は名古屋大学と連携法人を結んでいて、以

前より連携は活発化しています。 

 

(3)  先進地事例の紹介（資料：８～17 ページ） 

１）県北西部地域医療センター取り組みについて（別紙：資料３） 

※県北西部地域医療センター/国保健康保険白鳥病院からご説明 

医療を取り巻く変化とはいろいろあり、社会的背景として合併があります。合併前後よ

り少子高齢化、人口減少が起こってきます。これからも人口減少自体は不可避だと思いま

す。それが改善することはないので、その中でどうやってやるかということを議論しなく

てはいけません。合併周辺地域にあるへき地の医療というのは、量的にも質的にも、全体

で見れば縮小されてしまう方向に考えられがちということが起きます。また、少子高齢化、

人口減少により、当然医療需要が減ります。そこにどれだけの人を配置するかということ

も考えなくてはいけません。さらに医療を支える側も減少するので、そこも考えなくては

いけません。 

臨床研修制度について、今は医師のキャリア形成がかなり変わってきています。その中

で、医療の高度化が進み、若い医師の興味は先進医療の方に向いてしまいます。医療が高

度専門分化し、非コモディティ化することで、かつては大学病院や大病院でやっていた医

療を地域に持ち込み、それを実践すること方法論だったのが、今はかなり難しくなってき

ています。例えばロボットで手術をやりますということを地域の隅々の医療機関が実践で

きることはあり得ない状況です。 

医師不足が起きると人口の多い地域と比べ優先性は低下し、へき地医療は量的にも質的

にも縮小方向に働いてしまいます。国策として、地域医療構想と働き方改革と医師偏在対

策が推進され、これらに関する対応も必要となってきます。医師確保について、一人診療

所に赴任したい若手の医師がどれほどいるでしょうか。一人診療所では誰に相談して良い

か分からないし、今日診察した医療が本当に良かったかどうか振り返ることも大変です。

大病院で研修していた時のように、放射線技師、検査技師、栄養士などはいません。また

時間外診療や訪問診療している患者が急変したらどうするか、いつもいてもらわないと困

ると言われても 24 時間 365 日いることは不可能です。勉強はどのように継続するか、自分

で勉強できる YouTube もありますが、現実的に自分１人で本当に良いかということは分か

らない。また、１人で診療してきて、ある時、引き継ぎをするとなると重なる時期がない
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ので大勢の患者を次の医師に引き継ぐのはそれほど簡単にできるのかということがありま

す。あと、住民と行政との付き合い方です。「先生が○○にいた」など行動を観察されて

いる話がありました。他、スーパーやコンビニがあるかないかなど、美濃北部だと雪の問

題もあります。 

小さな病院に少数の医師という環境にいわゆる臓器専門医が働きたいような領域となり

得るかというと難しいです。また、臓器専門医が医療・介護ニーズまで全部対応できるか

というと難しい。さらに定年延長による医師確保について、いつかはその医師はいなくな

ります。ベテランの医師の後釜を継いでくれる人がどれだけいるかというと難しいと思い

ます。 

現在、医師の育成制度がいろいろと変更しています。今は初期研修医制度で２年間はい

ろいろな科を回って勉強するということとなっています。専門医制度としては、魅力的な

キャリア形成を小さな病院でもイメージできるかということが大事だと思います。施策に

よって強制的に勤めてもらうだけではなくて、受け入れる側が来てくれる医師に対して自

分の地域の魅力を伝え、自分のところで働いてくれるような環境をどう作るかということ

しないとなかなか難しいと思います。 

地域における医師確保として、右肩上がりの時代は医師を確保して、水平展開といって

保健、福祉、介護関係の施設を一体化したりする地域包括医療・ケアをするところと医療

の高度専門化いって深いことをするところ、二軸のどこかにそれぞれの医療機関の立ち位

置がありました。しかし、人口減少が起こり右肩下がりとなるのでスタッフは減り、マー

ケットは小さくなるので病院機能の再構築や政策への対応が必要となります。実はこのモ

デルはよく分かっていない。よく分かっていないからこそ、皆さんで考えて、どのように

やることがこの地域にとって良いかということを考える時期に来ている、過ぎている状況

になっています。 

そのようなことから１つの手段としてネットワーク化というのがあります。診療所だけ

でネットワークを組もうとすると、それぞれの診療所に医師が１人しかいないので、少な

くとも診療所よりプラス１は医師が必要ということになります。また、単に繋ぐだけでは、

何をやるかということが明確じゃないので、必要な人材は集まらないし、組織の不安定性

は解消されません。さらに自治体や医療圏に準じてだけを考えているとマーケットの拡大

や人材の有効な労働に繋がりません。例えば中津川市と恵那市の境に住んでいる住民はど

のような受療行動をしているかを考えると、恵那市だけなど自治体の枠だけで考えて良い

かということです。 

私はかつて合併前の和良村にあった国保和良病院で働いていました。和良村の人口が減

り合併され、国保和良診療所となりましたが、医師不足のため、郡上市地域医療センター

を立ち上げました。その後も人口が減り、診療所だけネットワーク化は厳しいので県北西

部地域医療センターを立ち上げました。今は組織の安定化や法的な担保をするため、地域

医療連携推進法人を立ち上げています。 
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合併前はそれぞれ旧町村に診療所がありましたが、合併してそのまま診療所を運営する

には難しいことがありました。諸問題に対応するため、郡上市地域医療センターを立ち上

げました。複数医師体制は望ましいけど、全ての診療所に複数医師を配置することは難し

いので、複数の診療所をネットワーク化して複数の人で支えようという仕組みを作りまし

た。郡上市内の診療所と国保和良病院が診療所となり、公的診療所を全てネットワーク化

して、その中でお互いにサポートしながら運営するという仕組みにしました。主に総合診

療医が活動し、単なる代診だけでなく、保健、医療、福祉活動にも積極的に関与しようと

いう仕組みとしました。ところが、診療所だけ医師が足りません。次に、岐阜県の北西部

地域である郡上市と高山市の荘川地区と白河村の地域医療を支える仕組みを作ろうという

ことで、県北西部地域医療センターを立ち上げました。国保白鳥病院を基幹医療機関とし

て診療所とネットワークを結び相互支援、機能的連携にて運営しています。相互支援、機

能的連携というのが大事で、国保白鳥病院が診療所を支えているわけではなく、診療所の

先生も国保白鳥病院を支えていただいているという相互支援体制でやることが１つの肝で

す。 

現在、一人診療所に 1.5 人ほど配置し、0.5 人の動きをどうするかということを考えて

います。白鳥町にある国保白鳥病院、郡上市内のへき地と言われる、小那比、和良、小川、

高鷲、石徹白の診療所、また、白川村の白川・平瀬、高山市の荘川の診療所を網羅してい

ます。概ね国保白鳥病院から高速道路での移動も含め１時間くらいの範囲内のところを全

部診ています。 

地域医療連携推進法人というのは連携について法的に担保しようという仕組みです。現

在、全国で 34 法人があり、自治体が運営する国保直診施設を含む法人が９つ、国保直診施

設のみの法人は２つとなり、県北西部地域医療ネットと島根県の雲南病院がやっている雲

南市・奥出雲地域医療ネットワークとなります。県北西部地域医療ネットは、診療所群と

小病院で組んでいるおり、その法人によって、郡上市内あるいは中濃圏域、飛騨圏域の医

療機関と役割分担をしていく形となっています。令和元年に一般社団法人化しまして、令

和２年４月１日に県からの認可をいただきました。元々は二市一村で連携協定を結んでい

ましたが、法的な担保がないので、今回のように法人化した方が、法で縛られるというこ

とになります。また、人事交流といっても医療の専門職を派遣するには法的な制約があり

ます。一昔前までは医者がへき地に派遣されることは許されるが、それ以外は許されませ

んでした。新型コロナ感染症を経て、薬剤師、看護師、臨床検査技師、放射線技師につい

てはへき地へ派遣しても良いことになりました。実際の人事交流は国保白鳥病院から診療

所へは年間 760 回、診療所から国保白鳥病院へは年間 142 回、診療所から診療所の行き来

があります。それ以外に、管理栄養士が急に辞めた診療所に応援に行ったり、看護師が産

休に入った診療所をサポートしたり、理学療法士が 1 人という診療所もあり、休む時のカ

バーなどお互いにサポートできるような仕組みにしています。 
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継続的な人材育成・教育として、小学生の「わくわく病院体験ツアー」に始まって、中

学生、高校生の進学セミナー、高校生では県と協力し合い「岐阜県へき地医療研修会」を

開催しています。これは県内の高校生で医学部に進みたい学生に向け、へき地を体験して

もらう研修会です。今までに恵那市の学生も何人か参加していただいています。また、

近は「郡上北高 地域とともに発展（ＫＣＤ）プロジェクト」を始めました。普通科の教

育の中で少し職業訓練をしながら普通科の単位を取っていけるという仕組みです。国保白

鳥病院に 1 年間、週１回来てもらうことで介護職員初任者研修の資格取得ができる仕組み

です。毎年、数人ずつ資格を取得しています。どこでも人材不足なので、育成をどうする

かをしっかり考えなくてはいけないと思います。介護以外に看護学生とか医学生に向けた

いくつかのプログラムを持つことで若い医者が集まってきています。 

広域ネットワークが一法かというと、人口が減少するとマーケットが小さくなります。

病院を経営していく上で、こういったことは考えなくてはいけません。ネットワーク化す

ることでエリアが拡大する分、維持や拡大する可能性があるかもしれないことと、それぞ

れの診療所等で雇用していた人を分散して配置することで人件費が少し抑制できることが

考えられると思います。少子高齢化で人材確保が困難ですが、ネットワーク化のスケール

メリットはこれまでと同様、診療所に１人しかいなくても、休んだ時にカバーできる仕組

みと、働きやすい環境整備をすることが大事です。 

医者や医療従事者を地域で育て、地域を支えるというような概念を持つこと。私に医者

を育てることなんかできないと思われるかもしれませんが、大学病院で学んでいる学生が、

地域に来て生活を見させていただくだけでも、いろいろな学びがあります。どこかにお任

せして医者を呼んでくるみたいなことではなく、自らが自分たちの地域の良さを伝え、医

師や医療従事者を確保するという発想をお持ちいただきたいと思っています。 

ネットワーク化は簡単かと言われてもそう簡単ではありません。それぞれの地域には、

文化、文脈があり、相互理解が必要です。また、理念がないとただくっつくだけで上手く

いきませんので、その話し合いは必要だと思います。持つべき役割を確認し、それに準じ

た組織を構築していく必要があります。ネットワーク化すれば何でもできるのではないか、

そんなことはあり得ません。旗振り役がいることと、文化、文脈の違いから対立構造が起

きることあります。そのような時、第三者がどうやって入って物事を進めていくか考える

必要があります。 

スライドにはありませんが、この秋にオンライン診療の実証実験を開始しました。「Ｄ

ｏｃｔｏｒ ｔｏ Ｐａｔｉｅｎｔ with Ｎｕｒｓｅ」といい、医者と相手側には患者と看

護師がいて、テレビ会議システムをオンラインで繋ぎます。八幡町の一番南の小那比と、

白鳥町の阿多岐地区で始めたところです。他に訪問診療でのオンライン診療について、実

施予定です。いろいろ課題を抽出していますが、何かを辞めてオンライン診療に変えてい

くには、 初は少し受入れ難いので何かに上乗せしていくような形が良いのではと思いま
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す。医療ＤＸと聞いても、いろいろ課題がありますのでよく考えてやられることがいいの

ではないかと思います。 

 

 委員より主なご意見 

 国保白鳥病院は、高山日赤病院や下呂方面の医療機関との連携はどうなっています

か。 

 地域医療連携推進法人を作るには、地域医療構想等調整会議で報告が必要なの

で、中濃圏域や飛騨圏域の調整会議にも出席して理解を求めました、高山日赤

病院や久美愛厚生病院に行かれる方もいるので、その場合は紹介しています。

反対に在宅で暮らしたいが、もう一歩何かしなくてはいけない場合は国保白鳥

病院で受け入れたりしています。 
 

 お話された地域は高齢の方がかなり多いと思います。高齢者夫婦のみで子供がいな

いとか運転免許を持ってない人がいるかと思いますが、そのような方が通う診療所

が近くにない場合、何か輸送手段などは考えられているでしょうか。 

 現状はありません。私どもは診療所を一箇所も潰しておらず、診療所として生

き残っています。そこで働く人たちが働きやすい環境を整えるのがネットワー

ク化の意味であり、診療所を無くすことにより患者を移動させるということで

はありません。ただし、より医療が必要になったり、一時的に家での生活が困

難になったりした時は、病院で受け入れます。その時の移動手段は、今はあり

ませんが将来的にはオンライン診療などを１つの手立てにしようかと思ってい

ます。その場合は、医者と患者だけだと、患者の状況を把握する力が少し問題

になるかもしれないので、医者と向こう側は患者と看護師がいるという形にし

て、その看護師は将来的にはある程度学んだ看護師を付けたいと思っていま

す。現在は課題を抽出中で、高齢者の方々の移動手段などいくつかありますの

で、そこをカバーリングする手立てを少しずつ取り組み始めているというよう

なことになります。 

 

２）長野県伊那市医療ＤＸの取り組みについて(オンライン診療、移動診療車等) 

※映像投影 

映像は以上となります。実際、7 月に事務局で視察に行き、話をいろいろ伺ってきまし

た。市の方で車両を用意され、医師会の先生方と協力して、10 医療機関の方がこの車両を

利用して、オンラインの診療に当たっているということです。 

 

(4)  今後の恵那市の地域医療の在り方について（資料：18～20 ページ） 

第１回恵那市地域医療ビジョン策定委員会で提出した資料の再掲となります。大きく５

つに分類し、現状と課題を整理しています。 

これからの現状と課題を整理して表でまとめたものになります。恵那市が目指す地域医

療提供ビジョンは、将来にわたり必要な医療サービスを安定的かつ継続的に提供すること

です。表の見方は一番左側の項目が恵那市の抱える医療資源の課題を区分したものです。

その右側が項目の内容となっています。そのまた右側が解決のための手段、一番右側が行
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政の介入として、上から順に行政の介入が可能と考える事項を記載しています。下に行く

ほど困難な事項を記載しています。例えば、恵那市が抱える医療資源の課題から説明させ

ていただきますと公立医療機関の施設の老朽化では、建物設備の寿命や快適さの低下が挙

げられます。飛びまして経営状況では、医療整備の更新が必要なことや、運営には市の負

担が必要なことがあります。一番 下段の人口減少に伴う患者の減少と高齢化では、人口

減少やそれに伴う患者の減少、また患者さん、家族の高齢化が挙げられます。次にそれぞ

れの課題について解決のための手段を記載しています。建物設備の寿命や快適さの低下に

ついては新たに建て替えすることや、現施設の大規模改修が考えられます。働き手が不足

していることや、働き手が高齢化していることについては、医療機関での人材交流や医療

資源の集約、医療ＤＸによる業務の効率化が考えられます。人口減少やそれに伴う患者さ

んの減少、また患者や家族の高齢化については、人口減少や高齢化を止めることは困難で

す。その状況に応じた医療資源の集約や地域に必要な医療の確保が考えられます。以上が

整理したもので、あくまで参考としていただきたいと思います。本日は委員の皆様よりご

意見を賜りたいと存じますので、よろしくお願いします。 

 

 

 

 委員より主なご意見 

 恵那市においては、市立恵那病院が中心となり、恵那市から予算を潤沢に投入して

いただき、そこで働く先生たちが気持ちよく働けるようなキャパシティを作ってい

ただけると良い。国保上矢作病院や国保診療所のほとんどを閉鎖し、そこには市立

恵那病院から、若い先生と優秀な先生２人の当番制で診療所を経営する。そうすれ

ば経費などが節約できるのではないかと思いました。 
 

 ネットワーク化の話は非常に興味深く聞きました。どのようにできるのかというの

はいろいろと考えないといけない部分が多いとは思いますが、施設を新しくするこ

とばかりではないと思っています。また、 低限必要な施設が１つで連携すること

や診療所をそのまま残し、何かをする手立てがあればと思います。あと、現在薬局

は会社組織が多く、チェーン薬局が増え個人のところが減っていくような流れにな

っている中、薬剤師も会社の中で配置されるためころころと変わったりと地域のこ

とにあまり一生懸命でない人がいたりする状況です。薬局は商売になることはでき

ると考えています。 

 

 センター化をして、人材を共有化する、効率よく運営するというのは、人口減少過

疎地域、へき地というところの今後の生きる道というか方策です。そこに有効的な

投資というか、どのように金をつぎ込んでいくか、恵那市が考えることではありま

すけども、いろんな方面からご意見を聞いて、どういう事例があるのか、どのよう

にしたら効率的で良いものができるのかどうか、ただ単に建物を建てれば良いとい

うものではないと考えています。地域医療振興協会は、市立恵那病院と国保山岡診

療所と老人保健施設ひまわりを指定管理者として運営させていただいています。先

日、指定管理として５年の契約更新が済み、５年後はどうなるんだろうか、運営す

る上でタッグを組まないといけないんじゃないかとか、老人保健施設単体で運営し
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ていけるのだろうか、診療所の併設が必要ではないかなど考えています。今、この

３施設では人材の共有化として看護師、リハビリ、栄養士の派遣をやっています

が、今後、さらにどのように進めていくのかも考えることです。また、若手の医療

を担うべき人材がいないので、魅力ある施設づくり、団体づくりをしていくことも

必要です。恵那市と協力して魅力ある恵那市を作らない限りは人も来ないというよ

うな話ですので、この委員会だけで済むわけでなく、恵那市の今後の施策というか

方針というかその辺も考えながらの話になるんだろうと思います。現時点では３つ

の医療機関、介護施設をどのようにして回していくか、今実践している方法をどの

ように進めていくか、医療人材をどのように確保していくかと考えています。介護

福祉士の育成もしているのでさらに進めていきます。 
 地域医療振興協会が岐阜県の揖斐郡で、５から６つの診療所をまとめて運営してい

ます。厚生連の揖斐厚生病院と西美濃厚生病院が統合して、新しく西濃厚生病院が

できました。揖斐厚生病院の建物が残るので協会が進出しそこを診療所化します。

揖斐郡の北西部は人口減少で患者が少なくなっていますが、揖斐厚生病院の建物を

利用しながら新たな医療、介護を展開しようとなっています。そこで実践しようと

しているのはＮＰ（Nurse Practitioner）とかＮＤＣ（nursing designated care）

といい特殊な訓練など教育を受けた看護師ですが、こういう方を有効活用して地域

医療の在り方を模索していこうではないかと、そういう動きもあります。市立恵那

病院でも２名いるのでどのように活用していくか考えています。 

 

 国保上矢作病院は回復期から慢性期の機能を担う病院になると思います。大きな病

院で手術や治療をした患者はすぐに退院となります。実際には退院後、家で生活が

できないですが、病院はタッチしません。そのため当院のような病院が中間に入っ

てきます。また、年取ればいろいろな病気になりますが、もうこれ以上どうにもで

きない状態になると大きな病院は、必ず家の近くにある病院に移るよう言われま

す。近くの病院がなければ自分の家で看ろということになります。家族いないと

か、高齢者世帯で生活している人は行き場がない状況になります。そのため 期を

看取るのは、当院のような慢性期の病院になります。当院が無くても何とかなりま

すということであれば、いつ閉鎖してもいいし、まだまだそういった場所がないと

困るということであれば継続していかないといけないと思います。 

 

 岩村診療所でどのような仕事をしているか申し上げます。ご自宅で慢性期の病気の

薬を飲んで状態が安定している患者の対応が３分の１、そういう方の状態が急激に

悪化した時の対応や他の医療機関にかかっていて、急に状態が悪くなり、他の医療

機関が遠いので来た方の対応など状態が悪いので救急対応になりますが、いわゆる

救急外来的な仕事が３分の１、残り３分の１は介護保険の対応なり福祉的な仕事と

なります。先ほど伊那市のモデルが紹介されていましたが、遠隔で診療するのは状

態の安定した方が対応になると思います。当院は状態の悪い方、救急対応しなくて

はいけない方というのはかなりの数がいます。入院させなければいけない時は、的

確な診断をつけて、対応できる病院を紹介します。のんびりやるわけにはいかず、

スピードと的確な診断をしなければならず間違った診断で病院に送りますと、専門

の先生からお叱りを受けます。実際には大学病院に送るか、県立病院に送るのか、

あるいは中津川市民病院、東濃厚生病院なのか、市立恵那病院、国保上矢作病院に

お願いするのか、そういうすべてを判断する必要があり、この仕事が非常に負担で

す。緻密な仕事でミスは許さず、それを１人でやっているので非常にストレスフル

です。医師は 1.5 人欲しいとは思いますが、現実的には無理で、時々大学から時間

パートで来ていただいて埋めている現状です。地域の医師でネットワーク化する利

点もありますが、現在、当院にパートで来ていただいている先生は、出身大学の愛
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知医科大学や岐阜大学の小児科から来ていただいています。恵那市内だけのネット

ワークで完結してしまうと大学との関係が切れてしまうので、大学との関係をどこ

まで維持していくか、そこも考慮した方が良いと思います。 

 

 少子高齢化と人口減少に歯止めがかからないという前提であれば、いろんな先進事

例を参考にしながら、何か手を打っていかないと思います。そういった意味で、ネ

ットワーク化の話は非常に興味深く伺いました。また診療所を１つも潰さずにやら

れているという点も大きいかなと思います。岩村町の住民は岩村診療所だけにかか

っているわけではないですが、地域の高齢者の方が多いかなと思います。大きな病

院に突然行くというわけにはいかないので、地域密着の医療施設がどうしても必要

かなと思いますので、その辺も含めた解決策について考えていかなくてはいけない

なと思います。 

 

 私は恵那市でも一番西の方、瑞浪市、土岐市、多治見市あたりにいます。そのこと

を踏まえると、中津川市を含めた広域で大きな病院間のネットワークみたいなも

の、例えばごみの焼却場なんかは広域連合で運営しているので、近隣へ拡げてネッ

トワーク化をしてもらうのが非常に有用なのではと思います。また、この委員会で

話し合われた内容を地域の住民にどう解ってもらうか、議員が地域の住民の総意を

市の方へ届ける役割はあるかと思いますが、私たちにも少しなりに補完するため委

員になっているのかと思います。病院の在り方や交通問題など他の問題にも波及し

ていくと思うので、地域住民にどうやって解っていただくか、こうしたことを広報

というのか、やっていかなくてはいけないと思いました。 

 

 地域は『絶対、国保上矢作病院を存続』となります。国保上矢作病院と地域住民の

想いがあります。平成23年の「恵那市公立病院等の在り方検討委員会」において、

市立恵那病院を中核病院とし整備する、国保上矢作病院はへき地の拠点病院として

移転再整備を行うと決まっています。同じ時期に、上矢作10地区それぞれで病院へ

の想いや願いを検討して、いろいろ話し合いをしていただきました。その結果、市

町村合併時の協議会の確認事項があり、そこで国保上矢作病院は現存通り存続して

いくというようになっています。『国保上矢作病院は命の砦』だからとにかく残し

て欲しいという声が本当に多かったです。この時の地域住民の想いは今も全く変わ

っていないと思います。なぜ、国保上矢作病院が住民の皆さんに信頼されて、本当

に命の砦だとまで言っていただいているかというのを自分なりに考えました。とに

かく自分の健康は自分で守るということでいろいろなイベントをやりました。ま

た、保健福祉総合施設を作って、保健と福祉と訪問看護を始め、365 日 24 時間いつ

でも診てもらえる状況がありました。開設当時から今でも夕方５時から６時半まで

夜間診療があり、子供が学校から帰ってきて熱発したり、慢性疾患を持つ患者が仕

事終わりに診療を受ける体制があります。さらに病院開所当初から定期往診を寝た

きりの人に提供していました。リハビリのため浴槽を自宅に持って行ったので入浴

サービスもしていました。 

明智町にある老人保健施設ひまわりは、恵南の医師会の先生方が、当時の町村長会

にお願いして開設した経緯があります。地域包括ケアを実践するには地域に絶対必

要だということで誕生しています。また、１人の医師では大変だろうと恵南の医師

会の先生方への応援にも行っていました。恵南だけでなく、恵那市と東濃東部、中

津川市の医療機関は繋がっていました。（中津川市民病院と国保坂下病院と国保上

矢作病院です。）球技大会やレクリエーション、医事課の職員の研修会などを一緒

に実施していました。また、恵南消防署には上矢作分署がありますが、消防署とも

レクレーションをし、職員との交流をしていました。そのため協力関係が上手くで
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きていたと思っています。このように今は地域包括医療ケアと言われているもの

を、長年続けてきて、住民は普通に日常生活の中で見て聞いて実感して、今では当

たり前の日常だと思っていると思います。国保上矢作病院が無くなったら、住民の

命の糧が無くなるということです。 

今、医師不足で大変な状況があると思います。本委員会の委員長の牛越先生がいる

し、市立恵那病院に愛知医大の若槻教授も来ていると聞いています。できることを

やっていただき医師確保にまずは努めていただきたいと思います。 

過疎地域に国保上矢作病院は必要だと思います。急性期の病院を退院して市立恵那

病院で全部診れるかというと難しいと思います。また、救急の関心が高いです。上

矢作分署と国保上矢作病院の存続をぜひお願いしていきたいと思います。前向きに

検討していただきたいと思っています。 

 

 福祉と医療というのは当然のことながら密接に関係しています。 終的に病院がな

ければ福祉施設ということになるかと思います。人材不足は福祉も同じです。 近

は特にヘルパーが高齢化し人材不足です。辞めても次の人がいないという状況にあ

り、福祉分野では危機的な状況にあります。社会福祉協議会はいくつかデイサービ

スを運営していますが、民間のデイサービスも結構あります。高齢者数が減ってく

る中で少ないパイを奪い合う状況がこれから起こります。恵那市には社会福祉協議

会と同じような社会福祉法人がいくつかあるので連携してこれから福祉の分野の事

業を進めていきたいと思います。その際は、医師の診断などが基本になりますので

地域に医者や診療所などは必要と思います。過疎化で、お年寄りばかりなので福祉

センターがいらないかというとそうではなく、同じような共通の悩みを持っている

と思います。 

 

 長く主任児童委員を担っていたので、地域の若いお母さんたちの悩みや困ったこと

をよく耳にしたりします。お母さんたちはネットワークがあり、公園が欲しい、子

供を遊ばせながら親が語るところが無いなど話が出てきます。本委員会の中でも、

住みやすい街、子育てしやすい街は若いお母さんたちが集まって、ネットワークで

やり取りしていることもあるので、そのような街ができると良いと思います。 

岩村診療所は住民の命を支えてもらっています。また、月２回ほど社会福祉協議会

が開催している「遊びの広場」があったり、恵那市やＮＰＯなどから子育てを応援

したいという声が結構あります。「遊びの広場」はいつでも遊びにおいでというよ

うな開いている場で、そのように若い人たちも住みやすいことが大事と思います。

近、高齢の方から耳にした話で、一命を取り留めたが透析をやることになり、先

が見えないし、透析をしている間がすごい辛いと話されていました。透析をしてい

る時間に好きなＣＤを聴くとか映画を観るとか、そういうことはできないのかなと

話を聞いていました。 

 

・ 地域医療構想の資料から、高齢化が更に進み、県の人口は今後２０年で 20％減少す

る。働き盛りの 15－64 歳は 30％近くの減少が予測される。 

医師不足のみならず、看護師、理学療法士、その他医療を支える人材すべてが不足

する。現に公立医療機関の職員の平均年齢は５０歳越えたとのこと。民間医療機関

の職員の高齢化傾向もほぼ同じ。 

はじめにベッド数ありきで議論するのではなく、就労可能な人数で何が可能か？そ

の中でベッド数を維持できるとしたらどこまでが可能か？余ったベッドは介護に回

せるか考える。病院に介護施設が併設されれば、人員のフレキシブルな移動が可能

となり効率が良くなる。 

伊那市のオンライン診療、移動診療車について。医師が病院にいて、訪問看護の看
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護師が患者宅を訪問し、機器の取り扱いや、診療の補助を行う試みは興味深い。保

険請求上、オンライン診療と訪問看護の両方の請求が可能かどうかでコストが大き

く変わる。移動診療車に看護師が乗って、患者宅前迄行き、車内の医療機器で計測

を行うのも良いと思う。しかし 1 人の診察に一体どれだけの時間がかかるか考える

と、非効率な気もする。心電計もバックに入る物が既にあり、データをメールで送

信可能なので、看護師が患者宅に入って診療補助した方が早くないか？ 

県北西部地域医療センターのように、公立医療機関同士が連携して支え合う方式な

ら、現在医師 1 人でかなり無理して診療している医療機関も少し負担が減るかもし

れない。ただ、問題点として、各医療機関は医師の派遣に関して医局、または地域

医療振興協会等との了承が必要となると思われる。 

これを解決できるとすれば、法人化して医療を行う地域医療連携推進法人であろ

う。 

後に一言 当地域では介護保険審査会は、中津川恵那広域連合で行っている。こ

の仕組みを医療でも取り入れて、地域医療連携推進法人を中津川市と設立できれ

ば、昨今の坂下病院をめぐる議論も広域連合で考えれば、めざすべき方向性がはっ

きりすると考える。 

 

・ 移動手段など困難な地域もあります。 

今後は在宅医療の充実、また、インターネットを利用できる方には 

ネット問診などネットワークを活用した医療推進を望みます。 

 

 オブザーバーよりご意見 

 いろいろ出てきた意見の中でコメントさせていただきます。必ずしも国保白鳥病院

だけに患者を集中させているわけではありません。郡上市には郡上市民病院や民間

病院が２つあります。ネットワーク化は恵那市のそれぞれの医療機関がどのような

役割を持つか、その中で何をするのかを議論していくことが大事だと思います。ネ

ットワーク化の話をすると、集めればいいのではないかという議論だけになるとそ

れは間違っているのではないかと思います。 

また、県北西部地域医療センターも非常勤医師が大学から来ていただいています。

大学からの派遣についてどのように受け入れていくか、どのように運営していくか

という議論かと思います。集中化だけでなく、今あるものを上手く使いながら、ど

こがどのような役割を担うかを、住民の方々にも理解いただく。また移動を含めて

考えていくことは重要と思います。人口減少や少子高齢化は今まで誰も経験してい

ないことに直面しているので、今までの延長だけでは考えられなくなってきている

と思います。今は作った仕組みがいいとか悪いとか、判断できるものではなくて後

からその評価は語られることではないかと思います。モデルがない以上は、皆さん

で知恵を出し合ってやれることをやっていかざるを得ない。先行している事例に引

っ張られると思いますが、恵那モデルをしっかり作っていただくことが大事なので

はないかと感じました。 

 

 この場は地域医療の在り方を検討するといいつつ、実は恵那市のまちづくりという

広い範疇で医療の部分にクローズアップして議論していると思っています。地域で

どのように受け止めていくのかというのが非常に重要なんだろうと思いました。先

ほど、広報という話がありました。岐阜県としては、できる限り将来に向けてどの

ように議論しなくてはいけないという観点を持ちつつも、皆様方にこういう形でお

話をする機会がありませんでしたので、広報の仕方を考えていかないといけないと

感じました。地域に戻られた際は、岐阜県のＨＰの地域医療構想のページでも
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YouTube が見れますので、参考に見ていただければと思います。少子高齢化は避け

られないということで広域化というのも１つの解にも成り得るだろうし、地域の皆

さんで恵那モデル、恵那の地域にあった、恵那にしかできない形を十分に議論して

いただくことが重要ではないかと感じたところです。 

 

 県では二次医療圏単位や県全体を中心に見てしまいますが、その中にも濃淡があ

り、そうしたことも踏まえながら医師確保を考えていきたいと思います。 

 

 本日のように地元の方々が主役となって、専門家の医療の先生方、行政と三者でよ

り良い姿を目指すというのはとてもいい姿だと思いました。 

 

以上 


